
●完全⺠営化と異なり施設の所有権を町が持ち続けられるため、町が必要だと判断する事項、例
えば災害発⽣時の対応や下⽔道使⽤料について、町が責任をもって関与し、契約に定めて公益
性を確保することができます。

●⺠間事業者の技術⼒や投資ノウハウを活かした⽼朽化・耐震化対策を促進することができます。
●技術職員の⾼齢化や減少に対応した技術承継の円滑化、事業継続に向けた体制の維持・強化等
を⾒込むことができます。

●⺠間事業者による⾃由度の⾼い運営が可能となり、低廉かつ良好なサービスを享受することが
できます。
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